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き、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記
載しておりません。
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ＳＲＥホールディングス株式会社



対処すべき課題
　当社グループは「今の先鋭が10年後の当たり前を造る A DECADE AHEAD」をミッションに
掲げ、我が国が直面する少子高齢化という社会課題への対応を大きな事業機会と捉えた「ライフ
テックカンパニー」として、AIクラウド＆コンサルティングセグメントにおいて不動産/金
融/IT/ヘルスケアを主な対象領域に、実務有用性の高いAI/ITソリューションを創出・提供して
おります。具体的には、労働人口減少に伴う働き手不足に対して業務効率化クラウドサービスや
省人化ソリューションを展開するとともに、高齢者人口の増加に対して医療機関の経営/業務支
援クラウドサービスや遠隔医療/予防医療ソリューションの創出に取り組んでおります。
　業務効率化クラウドサービスやソリューションを提供するうえで、当社グループ自身が実業
（リアルビジネス）を内包することでお客様・業界のニーズや改善余地を自ら把握し、実務有用
性の磨きこみを行うとともに、クラウドサービスの提供を通じて獲得することのできる良質なビ
ッグデータを活用することで事業の強みと堅牢性を高め、「リアルビジネスを内包したテックプ
ロバイダー」という独自の顧客価値の追求を経営の基本方針としております。

　この基本方針をベースにしながら、セグメントごとに以下の戦略を策定しております。

＜AIクラウド＆コンサルティングセグメント＞
　当社グループは、顧客単価及び収益性の高いヘルスケア領域へのリソース優先投下により、AI
クラウド＆コンサルティングセグメント収益における同領域の構成比を高めることで収益ミック
スを改善し、増益を伴った高成長SaaSプレイヤーとして高いトップライン成長と営業利益成長の
両立を目指してまいります。加えて、高収益の同セグメントの飛躍的成長により、全体収益のモ
デルミックスも良化させ、全社の収益性向上を進めてまいります。
　また、リアルビジネスを内包することで実務有用性の高いDXソリューションを創出・提供す
るユニークなビジネスモデルが優秀な人材を惹きつけ、ケイパビリティが増強されることで事業
の成長・拡大が加速するエコシステムを実現しており、このエコシステムを横展開することで隣
接領域においても優秀な人材を確保し、中長期的なサステナブルグロースを目指してまいりま
す。それに加えて、インオーガニック成長としてM&Aも活用していく方針であり、対象企業が
当社グループの成長に資するかを適切に見極めつつ、サステナブルグロースの目線の更なる引上
げを目指します。
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＜ライフ＆プロパティソリューションセグメント＞
　アセットマネジメント事業を通じた当社グループからオフバランスされた不動産私募ファンド
の預かり資産早期拡大に注力し、財務リスクを抑えながらストック収益の拡大を進めておりま
す。また、マンション/オフィス/ショッピングセンター/ホテル/シニア関連施設等、アセット種
別の多様化や、AIクラウド＆コンサルティングセグメントと共同での新規モジュール創出および
積極的な試験導入によりアセットのバリューアップや生産性の持続的に向上に取り組み、暮らし
を豊かにする新しい「ライフ×テクノロジー」の在り方実現を目指してまいります。

　当社グループは、上記の経営戦略等を実行するために、以下の課題に対処してまいります。

①　「リアルビジネスを内包したテックプロバイダー」の付加価値向上と対象領域拡大
　当社グループがより多くの顧客企業やパートナー企業から提供価値を認められ、持続的に成
長していくためには、実業（リアルビジネス）である不動産/金融/IT/ヘルスケア事業とテク
ノロジーを提供するAIクラウド＆コンサルティング事業のシナジー追求による継続的な顧客提
供価値の向上及びその領域の拡大が重要であると認識しております。当社グループは、現場か
らマネジメントレベルまでアウトプット志向のコラボレーションを推進する仕組みを構築し、
経営トップ自らがメッセージ発信等の啓蒙を行い、シナジー追求を徹底するとともに、新規事
業企画をハンズオンでリードしてまいります。

②　優秀な人材の確保及び組織体制の強化
　当社グループは、持続的成長の実現に向けて、当社グループのミッションに共感し、高い専
門性や技術力を有する優秀な人材の確保及び育成が重要であると認識しております。こうした
優秀な人材の確保に経営トップ自らがコミットし積極的な採用活動を継続していくとともに、
執務環境の整備やモチベーションを向上させる人事諸制度の導入を行うことで、組織体制を強
化してまいります。
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③　情報管理体制の強化
　当社グループは、提供するサービスに関連して多くの顧客企業の機密情報や個人情報等を保
有しており、その重要性について十分に認識しております。これらの情報資産を保護するた
め、社内規程の厳格な運用、定期的な社内教育・監査の実施のほか、情報セキュリティシステ
ムの強化・整備に努めることで、引き続き情報管理体制の強化を図ってまいります。

④　生成AI等、先進的技術の探索と事業活用
　当社グループは、「リアルビジネスを内包したテックプロバイダー」として顧客提供価値を
維持/向上し続け、以て持続的成長を実現するためには、先進的なテクノロジーの動向を常に
把握し、適切に事業活用することが重要であると認識しております。足許で台頭する生成AI等
の先進的な技術及びそれらを取り巻く国際的な制度/方針について、経営トップをはじめ経営
陣が自ら様々な経路を用いて情報収集するとともに、先進的技術の事業活用におけるオポチュ
ニティとリスクを定型/不定型の経営議論の中で機動的に検討することで、時機を捉えた適切
な事業活用を図ってまいります。特に、クラウドサービスの提供及びリアルビジネスを通じて
収集/蓄積できる当社グループ固有のビッグデータを生成AIと組み合わせることで、専門的な
知識を有し、かつ他社が模倣困難なAIをこれまで以上に短期間で開発可能になるため、当社グ
ループにとって大きなビジネス機会になるという認識で、具体的なサービスの創出を進めてま
いります。
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事 業 区 分 事 業 内 容

A I ク ラ ウ ド ＆ コ ン サ ル
テ ィ ン グ セ グ メ ン ト

不動産/金融業界からIT/ヘルスケア領域まで様々な業界のDXに向けて、機
械学習等のテクノロジーを活用したモジュールをベースに、パッケージ型ク
ラウドツールやテーラーメイド型アルゴリズム等を提供しております。

ラ イ フ ＆ プ ロ パ テ ィ ―
ソ リ ュ ー シ ョ ン
セ グ メ ン ト

お客様への確かな価値提供とテクノロジーの積極活用の両立を目指すアセッ
トマネジメント、売買仲介コンサルティング、デベロップメント/インベス
トメント事業を展開しております。

主要な事業内容（2025年３月31日現在）

本 社 東京都港区赤坂一丁目８番１号

オ フ ィ ス
大手町オフィス（東京都千代田区）、青山オフィス（東京都港区）、
池袋オフィス（東京都豊島区）、吉祥寺オフィス（東京都武蔵野市）、
横浜オフィス（神奈川県横浜市）、大阪オフィス（大阪府大阪市）

S R E  A I  P a r t n e r s 株 式 会 社 本社（東京都港区）

D O R I R U 株 式 会 社 本社（東京都渋谷区）

株 式 会 社 メ デ ィ ッ ク ス 本社（東京都千代田区）

主要な事業所（2025年３月31日現在）
①　当社

②　子会社
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事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

全 社 487名 （74名） 191名 （60名）

使用人の状況（2025年３月31日現在）
企業集団の使用人の状況

（注）使用人数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの
出向者を含む）であり、臨時雇用者数（契約社員及びアルバイト）は（　）内に年間の平均人員を外数で
記載しております。

借入先 借入額

株式会社三菱UFJ銀行 2,642,000千円

株式会社りそな銀行 2,364,000

株式会社みずほ銀行 1,799,249

株式会社徳島大正銀行 1,200,000

主要な借入先の状況（2025年３月31日現在）
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その他企業集団の現況に関する重要な事項
　　当社は、２０２４年３月７日開催の当社取締役会に基づき、株式会社メディックスの全株式を
　取得する株式譲渡契約書を２０２４年３月７日付で締結し、２０２４年４月１日付で全株式を譲
　り受けたことにより、同社を当社の完全子会社といたしました。
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第 ５ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2019年７月26日

新 株 予 約 権 の 数 3,000個　
新株予約権の目的となる株式の種類と数（注）２ 普通株式 9,000株

(新株予約権１個につき 3株)　
新株予約権の権利行使時の払込金額（注）２ 1,964円

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
（注）２、３

新株予約権１個当たり 5,982円
(１株当たり 1,994円)　

権 利 行 使 期 間 2022年７月27日から
2029年７月26日まで

行 使 の 条 件 （注）１

役 員 の 保 有 状 況

監査等委員でない取締
役（社外役員を除く）

新株予約権の数 1,000個
目的となる株式数 3,000株
保有者数 1名　

監査等委員でない社外
取締役

新株予約権の数 ‐個
目的となる株式数 ‐株
保有者数 ‐名　

監査等委員である取締
役

新株予約権の数 2,000個
目的となる株式数 6,000株
保有者数 1名　

新株予約権等の状況
① 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予

約権の状況

※ 事業年度の末日（2025年３月31日）における内容を記載しております。
（注）１. 新株予約権の割り当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、以下の（１）から（６）

の条件を全て満たす場合に限り、本新株予約権を行使できるものとする。
（１）当社の普通株式が金融商品取引所に上場された日（以下、「上場日」という。）以降における行

使であること。
（２）上場日以降の次に掲げる期間において、行使する新株予約権の数（既に行使した本新株予約権の

数を含む。）が、各新株予約権者に割り当てられた本新株予約権の数に次の各号に掲げる割合を
乗じた数を超えないこと。但し、上場日が2028年４月１日以降となる場合には、上場日以降、
全ての本新株予約権を行使することができるものとする。
① 上場日より２年が経過した日の属する事業年度　　　 30％
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② 上場日より３年が経過した日の属する事業年度　　　 60％
③ 上場日より４年が経過した日の属する事業年度以降　100％

（３）当社損益計算書（連結損益計算書を作成している場合、連結損益計算書）に記載の営業利益の金
額が、2020年３月期において560百万円、2021年３月期において650百万円及び2022年３月
期において650百万円をそれぞれ超過したこと。なお、国際財務報告基準の適用等により参照す
べき営業利益の概念に重要な変更があった場合には、別途、基準とすべき指標を取締役会にて定
めるものとする。

（４）新株予約権者が、本新株予約権の権利行使時においても、当社の取締役又は従業員（以下、まと
めて「従業員等」という。）であること。但し、任期満了による退任、定年退職、その他の事由
により新株予約権者が本新株予約権の権利行使時に従業員等でない場合であっても、当該新株予
約権者の退任又は退職の事情及び当社への貢献度合いを勘案した結果、当該新株予約権者が従業
員等でなくなった日から一年を経過する日までの間に限り、本新株予約権の権利行使を認めるこ
とに正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

（５）本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過しな
いこと。

（６）本新株予約権１個以上での行使であること。
２. 2019年７月31日開催の取締役会決議により、2019年８月20日付で普通株式１株につき３株の株式

分割を行っております。これにより「新株予約権の目的となる株式の種類と数」、「新株予約権の権
利行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」が調整されておりま
す。

３. 2022年３月２日開催の取締役会決議により、2022年３月18日を払込期日とする公募増資による新
株発行を行っております。これにより「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」が調整さ
れております。

４．上記のうち、取締役１名が保有している新株予約権は、使用人として在籍中に付与されたものです。
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第 ７ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2020年３月19日

新 株 予 約 権 の 数 314個　
新 株 予 約 権 の 目 的 と な る 株 式 の 種 類 と 数 普通株式 31,400株

(新株予約権１個につき 100株)　
新 株 予 約 権 の 権 利 行 使 時 の 払 込 金 額 1,676円

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
（注）２

新株予約権１個当たり 168,900円
(１株当たり 1,689円)　

権 利 行 使 期 間 2023年７月１日から
2030年３月31日まで

行 使 の 条 件 （注）１

役 員 の 保 有 状 況

監査等委員でない取締
役（社外役員を除く）

新株予約権の数 314個
目的となる株式数 31,400株
保有者数 1名　

監査等委員でない社外
取締役

新株予約権の数 ‐個
目的となる株式数 ‐株
保有者数 ‐名　

監査等委員である取締
役

新株予約権の数 ‐個
目的となる株式数 ‐株
保有者数 ‐名　

※ 事業年度の末日（2025年３月31日）における内容を記載しております。
（注）１．新株予約権の割り当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、以下の（１）から（３）

の条件を全て満たす場合に限り、本新株予約権を行使できるものとする。
（１）本第７回新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、2021年３月期

から2023年３月期までのいずれかの事業年度において当社の売上高が70億円を超過した場合、
且つ、同期間のいずれかの事業年度において当社の営業利益が９億円を超過した場合に限り、本
第７回新株予約権を行使する事ができる。なお、上記における売上高及び営業利益の判定におい
ては、当社が提出した有価証券報告書に記載される連結損益計算書（連結損益計算書を作成して
いない場合には損益計算書）における金額を参照するものとし、適用される会計基準の変更等に
より参照すべき指標の概念に重要な変更があった場合や当社の業績に多大な影響を及ぼす企業買
収等の事象が発生し有価証券報告書に記載された実績数値で判定を行うことが適切ではないと当
社取締役会が判断した場合には、当社は当該影響を排除すべく合理的な範囲内で適切な調整を行
うことができるものとする。
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（２）新株予約権者は、本第７回新株予約権を行使する時点において当社もしくは当社の関係会社の取
締役、監査役もしくは従業員であることを要する。但し、当社取締役会が正当な理由があるもの
と認めた場合にはこの限りではない。

（３）新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の法定相続人のうち１名（以下「権利承継者」とい
う。）に限り、及び新株予約権者が死亡した日から１年を経過する日までの期間に限り、本第７
回新株予約権を行使することができる。ただし、権利承継者が死亡した場合、権利承継者の相続
人は本第７回新株予約権を相続することができない。

２. 2022年３月２日開催の取締役会決議により、2022年３月18日を払込期日とする公募増資による新
株発行を行っております。これにより「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」が調整さ
れております。
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第 ８ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2020年３月19日

新 株 予 約 権 の 数 58個　
新 株 予 約 権 の 目 的 と な る 株 式 の 種 類 と 数 普通株式 5,800株

(新株予約権１個につき 100株)　
新 株 予 約 権 の 権 利 行 使 時 の 払 込 金 額 1,676円

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
（注）２

新株予約権１個当たり 168,900円
(１株当たり 1,689円)　

権 利 行 使 期 間 2023年７月１日から
2030年３月31日まで

行 使 の 条 件 （注）１

役 員 の 保 有 状 況

監査等委員でない取締
役（社外役員を除く）

新株予約権の数 9個
目的となる株式数 900株
保有者数 1名　

監査等委員でない社外
取締役

新株予約権の数 ‐個
目的となる株式数 ‐株
保有者数 ‐名　

監査等委員である取締
役

新株予約権の数 49個
目的となる株式数 4,900株
保有者数 3名　

※ 事業年度の末日（2025年３月31日）における内容を記載しております。
（注）１．新株予約権の割り当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、以下の（１）から（３）

の条件を全て満たす場合に限り、本新株予約権を行使できるものとする。
（１）本第８回新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、2021年３月期

から2023年３月期までのいずれかの事業年度において当社の売上高が70億円を超過した場合、
且つ、同期間のいずれかの事業年度において当社の営業利益が９億円を超過した場合に限り、本
第８回新株予約権を行使する事ができる。なお、上記における売上高及び営業利益の判定におい
ては、当社が提出した有価証券報告書に記載される連結損益計算書（連結損益計算書を作成して
いない場合には損益計算書）における金額を参照するものとし、適用される会計基準の変更等に
より参照すべき指標の概念に重要な変更があった場合や当社の業績に多大な影響を及ぼす企業買
収等の事象が発生し有価証券報告書に記載された実績数値で判定を行うことが適切ではないと当
社取締役会が判断した場合には、当社は当該影響を排除すべく合理的な範囲内で適切な調整を行
うことができるものとする。
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（２）新株予約権者は、本第８回新株予約権を行使する時点において当社もしくは当社の関係会社の取
締役、監査役もしくは従業員であることを要する。但し、当社取締役会が正当な理由があるもの
と認めた場合にはこの限りではない。

（３）新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の法定相続人のうち１名（以下「権利承継者」とい
う。）に限り、及び新株予約権者が死亡した日から１年を経過する日までの期間に限り、本第８
回新株予約権を行使することができる。ただし、権利承継者が死亡した場合、権利承継者の相続
人は本第８回新株予約権を相続することができない。

２. 2022年３月２日開催の取締役会決議により、2022年３月18日を払込期日とする公募増資による新
株発行を行っております。これにより「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」が調整さ
れております。
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第 ９ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2023年11月13日

新 株 予 約 権 の 数 760個　
新 株 予 約 権 の 目 的 と な る 株 式 の 種 類 と 数 普通株式 76,000株

(新株予約権１個につき 100株)　
新 株 予 約 権 の 権 利 行 使 時 の 払 込 金 額 2,529円

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
（注）２

新株予約権１個当たり 252,900円
(１株当たり 2,529円)　

権 利 行 使 期 間 2023年11月28日から
2033年11月27日まで

行 使 の 条 件 （注）１

役 員 の 保 有 状 況

監査等委員でない取締
役（社外役員を除く）

新株予約権の数 730個
目的となる株式数 73,000株
保有者数 2名　

監査等委員でない社外
取締役

新株予約権の数 ‐個
目的となる株式数 ‐株
保有者数 ‐名　

監査等委員である取締
役

新株予約権の数 30個
目的となる株式数 3,000株
保有者数 3名　

※ 事業年度の末日（2025年３月31日）における内容を記載しております。
（注）１．新株予約権の割り当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、以下の（１）から（５）

の条件を全て満たす場合に限り、本新株予約権を行使できるものとする。
（１）新株予約権者は、2025年３月期から2029年３月期までの５事業年度（以下、「判定

事業年度」という。）のいずれかにおいて当社の営業利益が40億円を超過した場合に
限り、本新株予約権を行使することができる。なお、上記における営業利益の判定に
おいては、当社が提出した有価証券報告書に記載される連結損益計算書（連結損益計
算書を作成していない場合には損益計算書）における金額を参照するものとし、適用
される会計基準の変更等により参照すべき指標の概念に重要な変更があった場合や当
社の業績に多大な影響を及ぼす企業買収等の事象が発生し有価証券報告書に記載され
た実績数値で判定を行うことが適切ではないと当社取締役会が判断した場合には、当
社は当該影響を排除すべく合理的な範囲内で適切な調整を行うことができるものとす
る。
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（２）行使期間のうち次に掲げる期間において、行使する新株予約権の数（既に行使した本
新株予約権の数を含む。）が、各新株予約権者に割り当てられた本新株予約権の数に
次の各号に掲げる割合を乗じた数を越えないこと。
　ａ．行使条件を達成した最初の判定事業年度の翌事業年度　50％

（３）新株予約権者は、本新株予約権の権利行使時においても、当社又は当社の関係会社の
取締役、監査役又は従業員（以下まとめて「従業員等」という。）であることを要す
る。但し、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由により新株予約権者が
本新株予約権の権利行使時に従業員等でない場合であっても、当該新株予約権者の退
任又は退職の事情及び当社への貢献度合いを勘案した結果、当該新株予約権者が従業
員等でなくなった日から一年を経過する日までの間に限り、本新株予約権の権利行使
を認めることに正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

（４）本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株
式総数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできな
い。

（５）各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
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報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 44,500千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 48,200千円

会計監査人の状況
①　名称　PwC Japan有限責任監査法人

②　報酬等の額

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、当事業年度に係る会計監査
人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の報酬等の額について、会計監査人から提示された監査計画の内容や監
査時間数等を勘案し、同意の判断をいたしました。

③　非監査業務の内容
　当社における非監査業務の主な内容は、コンフォートレター作成業務であります。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した
場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたしま
す。
　また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると
認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、
監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計
監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主に対する利益還元も経営の重要課題であると認識しております。しかしながら、当
社は成長途上にあり、経営の変化に対応するため財務体質を強化し、事業拡大のための内部留保の
充実等を図ることが株主に対する最大の利益還元につながると考え、これまで株主還元を実施して
おりませんでした。
　2018 年３月期に営業黒字を達成して以降利益拡大を続ける中で、株主への利益還元を行いなが
ら資本効率の向上を図ることを目的とし、2024年３-４月に経営環境の変化にも対応した機動的な
株主還元として、当社初となる約５億円の自己株式取得を実施いたしました。
　自己株式取得とは異なる株主還元の手法である剰余金の配当についても検討を行う中で、当社の
手掛ける各事業の状況はそれぞれ段階が異なるため、事業ごとの方針を定めることとなりました。
　不動産や金融業界から IT、ヘルスケア領域など幅広い業界のDX推進を支援する「AIクラウド＆
コンサルティング」事業は引き続き、成長段階にあります。積極的な利益の再投資による事業拡大
に伴う更なる利益成長と、それによる株主価値の向上こそが株主への還元につながると考えており
ます。一方で、「ライフ＆プロパティソリューション」事業については、アセットマネジメント子
会社におけるファンドスケール化の加速等により、安定収益であるストック収入型収益が拡大して
おりますので、これらの安定的な収益は株主へと利益還元することとし、セグメント利益に対して
当社に適用される法人税率を除いたみなし当期純利益に対して35％程度を目標に、経営成績に応
じた利益還元を継続的に行う方針であります。
　なお、内部留保資金の使途につきましては、当社の競争力の維持・強化による将来の収益向上を
図るための設備投資及び効率的な体制整備に有効に活用する方針であります。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴ 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　当社は2016年10月17日開催の取締役会において、以下のとおり「内部統制システム構築の
基本方針」を決議しております（2024年7月1日に最終改訂）。当社は、この方針に基づいて業
務の適正を確保するための体制を整備・運用しております。
① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

ａ. 　当社は、当社の全ての取締役、執行役員及びその他の使用人が遵守すべき基本的な内部
規範である「行動規範」及び重要な職務の遂行に関する社内方針・規則を、取締役、執行
役員及びその他の使用人へ継続的に周知し、必要に応じて啓発活動や研修を行っておりま
す。

ｂ. 　当社は、コンプライアンス担当部署を設置し、コンプライアンス活動を継続的に推進す
るとともに、重要な問題が発生した場合は取締役会に報告するものとしております。

ｃ. 　当社は、法令や社内規則違反の予防・発見のため、通常の指揮命令系統から独立した内
部通報制度を構築・維持しております。

ｄ. 　当社は、反社会的勢力及び団体を断固として排除・遮断することとし、その関係排除に
取り組んでおります。

ｅ. 　当社は、監査等委員・会計監査人と連携・協力の上、業務の適正を確保するために必要
な体制を整備し、運用状況を監視・検証しております。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　当社の取締役、執行役員及びその他の使用人は、その職務の遂行に係る文書その他の情報
を、法令及び「記録保管規程」に従い適切に保存及び管理しております。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社の取締役、執行役員及びその他の使用人は、それぞれの担当領域において、定期的にリ
スクを検討・評価し、リスクの管理のため必要な体制（リスクの発見・情報伝達・評価・対応
の仕組み等）の整備・運用を行っております。法務コンプライアンス部門は、かかるリスク管
理体制の整備・運用を横断的に推進しております。
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④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ａ. 　取締役会は、取締役及び執行役員の職務分掌を定め、各取締役及び執行役員が責任を持

って担当する領域を明確にしたうえで、業務執行の決定権限を取締役及び執行役員に委譲
しております。

ｂ. 　取締役及び執行役員は、自己の担当領域に関する業務目標の達成を通じて当社全体とし
ての経営目標の達成に努めております。また、業務執行にあたって、各々の職務を遂行す
るに際して自らと指揮命令関係にない他の取締役・執行役員の担当領域に影響を及ぼす場
合には、当該取締役・執行役員と協議の上、当社にとって最適な選択肢を追求しておりま
す。

ｃ. 　執行役員は、「決裁規程」の定めるところに基づき代表取締役の承認のもと、下位の使
用人に自らの権限の一部を委譲することができるとしております。

⑤ 当社及び連結子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
ａ. 　当社は、当社及び連結子会社全体にとっての重要情報が当社及び連結子会社全体に共有

され、適切な意思決定がなされることを確保するため、「決裁規程」及び「行動規範」を
遵守しております。

ｂ. 　当社は、当社の事前承認を要する事項、当社から決定権限を委譲された事項及び当社へ
の報告が義務付けられた事項等を明文化した「決裁規程」を定め、当社及び連結子会社内
に適宜周知・徹底しております。「決裁規程」により決定権限を委譲された者は、案件の
目的、実施方法、費用、効果、リスクなどに関する十分な情報を入手のうえ、これらを評
価し、当社及び連結子会社にとって最善の利益をもたらすと合理的に判断する内容の意思
決定を行っております。

ｃ. 　以上のとおり、当社は、当社の連結子会社の状況について、適切に管理しております。

⑥ 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を求めた場合における当該使用人に関する事項
　監査等委員会がその職務執行を補助する使用人（以下、「補助使用人」という。）を求めた
場合は、取締役会は、適任と認められる人員を置くことができるものとしております。補助使
用人は、監査等委員会の指示のもと、自ら、あるいは関連部門と連携して、監査の対象となる
事項の調査・分析・報告を行うとともに、必要に応じて監査等委員会を補佐して実査・往査を
行うものとしております。
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⑦ 前号の使用人の取締役（監査等委員を除く。）からの独立性に関する事項
　監査等委員会が補助使用人を求めた場合、その任免及び人事考課については、監査等委員会
の同意を必要とし、業務上の合理性が認められる範囲で取締役（監査等委員を除く。）及び執
行役員からの独立性が確保されるものとしております。

⑧ 監査等委員会のその職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
　取締役、執行役員及び使用人は、補助使用人の業務が円滑に行われるよう監査環境の整備に
協力するものとしております。

⑨ 取締役（監査等委員を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制
ａ. 　取締役（連結子会社の取締役を含み、監査等委員を除く。）、執行役員及びその他の使

用人は、法令及び定款に定められた事項のほか、監査等委員会から報告を求められた事項
について、速やかにこれを監査等委員会に報告するものとしております。

ｂ. 　取締役（監査等委員を除く。）、執行役員及びその他の使用人は、内部通報制度に対す
る通報の内容及びその対応状況を、監査等委員会の求めに応じて開示・報告するものとし
ております。

⑩ 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保
するための体制
　当社は、誠実に通報を行った取締役、執行役員及びその他の使用人を公正かつ丁重に扱うも
のとしております。また、通報者に対する一切の報復措置の禁止について定めると共に、通報
者の匿名性を可能な限り維持することに努めるものとしております。

⑪ 監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行
について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
　監査等委員会は、監査等委員の職務の執行に関する活動計画及び費用計画を作成し、当社
は、係る活動計画及び費用計画に従い、監査等委員が行った活動に伴い発生した費用を負担し
ております。
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⑫ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ａ. 　監査等委員は、社内の重要課題等を把握し、必要に応じて意見を述べることができるよ

う、取締役会その他の重要会議に出席する機会を確保しております。
ｂ. 　取締役（監査等委員を除く。）、執行役員及びその他の使用人は、監査等委員の監査に

必要な重要書類の閲覧、実地調査、取締役（監査等委員を除く。）等との意見交換等の監
査等委員の活動が円滑に行われるよう、監査環境の整備に協力しております。

⑵ 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。
① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制の運用

状況の概要
　法務コンプライアンス部を主管として、取締役及び使用人に対し、定期的な「行動規範」研
修やインサイダー取引研修等コンプライアンス上必要な啓発活動を計画・実施しております。
　また、上記啓発活動の計画・実施とともに、社内のコンプライアンス上の問題点をモニタリ
ングしており、このモニタリングの結果は、定時（半期ごと）及び随時、経営会議及び取締役
会に報告しております。
　なお、監査等委員、会計監査人、コンプライアンス担当者及び内部監査担当者が定期的に意
見交換を行い、取締役及び使用人の業務の適正確保について検証を行っております。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制の運用状況の概要
　情報の保存及び管理が適正に行われているか否かについては、内部監査担当者が内部監査時
に確認を実施しております。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制の運用状況の概要
　代表取締役が指名するリスク管理委員会委員長をトップとするリスク管理委員会を少なくと
も３ヶ月に１回開催し、リスクのモニタリング及びモニタリング結果に基づく対応策等につき
協議・検討しており、リスクのモニタリング、評価、分析結果は少なくとも年１回以上代表取
締役及び取締役会に報告しております。
　リスク管理委員会には、業務ごとに部会（事業リスク部会、財務リスク部会、人事／労務リ
スク部会、情報システム及び個人情報に関するリスク部会）を設置し、各業務の担当者が部会
の担当者として出席しており、横断的なリスク管理全般の有効性を検証しております。

－ 20 －



④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の運用状況の概要
　取締役の職務執行状況については、毎月１回PRM（Performance Review Meeting）及び
取締役会で報告するものとしており、自己の担当領域に関する業務目標の進捗度合いを確認し
ております。

⑤ 当社及び連結子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制の運用状況
の概要
　連結子会社に派遣した役員を通じて全体的な方向性の統制を行うとともに、実務レベルにお
いては、間接部門が連結子会社に対し適宜指示・補助を行っております。なお、連結子会社を
コントロールするため、一定の重要事項については事前承認又は事前報告事項を実施させてお
ります。また、当社の内部監査担当部署が、年１回定期的に主な連結子会社に対し内部監査を
実施しております。

⑥ 取締役（監査等委員を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制の運用状
況の概要
　監査等委員と監査等委員以外の取締役は、定期的にミーティングを行い、必要事項を随時監
査等委員と共有しております。また、取締役（監査等委員を除く。）及び使用人は、内部通報
制度に対する通報の内容及びその対応状況を、監査等委員会の求めに応じて開示・報告してお
ります。

⑦ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制の運用状況の概要
　監査等委員は、社内の重要課題等を把握し、必要に応じて意見を述べることができるよう、
取締役会その他の重要会議に出席しております。また、取締役（監査等委員を除く。）及び使
用人は、監査等委員の求めに応じ、監査等委員の監査に必要な重要書類の閲覧、実地調査、取
締役（監査等委員を除く。）等との意見交換等の監査等委員の活動が円滑に行われるよう、監
査環境の整備に協力しております。
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（2024年４月 １日から
2025年３月31日まで）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 4,185,621 4,058,673 4,091,647 △192,677 12,143,265
当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

新 株 の 発 行 60,779 60,779 121,558
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 1,697,053 1,697,053

自 己 株 式 の 取 得 △309,842 △309,842
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 60,779 60,779 1,697,053 △309,842 1,508,769
当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 4,246,400 4,119,452 5,788,701 △502,520 13,652,034

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
新 株 予 約 権 非 支 配

株 主 持 分 純 資 産 合 計その他有価証
券評価差額金

その他の包括利
益 累 計 額 合 計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 3,930 3,930 122,677 190,591 12,460,464
当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

新 株 の 発 行 121,558
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 1,697,053

自 己 株 式 の 取 得 △309,842
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 ) △3,930 △3,930 6,736 374,207 377,013

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 △3,930 △3,930 6,736 374,207 1,885,783
当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 － － 129,414 564,798 14,346,248

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注） 金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴ 連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の状況

・連結子会社の数 10社
・主要な連結子会社の名称 SRE AI Partners株式会社

DORIRU株式会社
株式会社メディックス

②　非連結子会社の状況
　該当事項はありません。

⑵ 持分法の適用に関する事項
　該当事項はありません。

⑶ 連結の範囲又は持分法の適用の範囲の変更に関する注記
　当連結会計年度において、株式会社メディックスの全株式を取得したことにより、同社を連結の範囲に含
めております。

⑷ 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、株式会社メディックスの決算日は12月31日であります。また、一部の連結子会社の
決算日は７月31日又は12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、これらの会社について
は、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。その他の連結子会社の決算日
は、連結会計年度の末日と一致しております。
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⑸ 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. 有価証券
その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用しております。
・市場価格のない株式等　　移動平均法による原価法を採用しております。

なお、「営業出資金」として計上する匿名組合への出資金については、
その損益のうち当社グループに帰属する持分相当額を「売上高」又は
「売上原価」に計上するとともに、同額を「営業出資金」に加減する方
法を採用しております。

ロ. 棚卸資産 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法により算定）を採用しております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ. 有形固定資産（リース資産を除く）　定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物　　　　　　10～18年
機械及び装置　　14年
その他　　　　　２～10年

ロ. 無形固定資産（リース資産を除く）　定額法を採用しております。
なお、ソフトウエアについては、利用可能期間（３～５年）に基づいて
おります。

ハ. リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。

③ 重要な引当金の計上基準
イ. 貸倒引当金 売上債権等の貸倒損失に備えるため、個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。
ロ. 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当連結

会計年度負担額を計上しております。
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④ 退職給付に係る会計処理の方法
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要

支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑤ のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、個別案件ごとに合理的に判断し、その効果が発現すると見積られる期間にわ

たり均等償却しております。
なお、持分法の適用にあたり、発生した投資差額についても、上記と同様の方法を採用しております。

⑥　収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及

び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
イ．AIクラウドサービス事業

AIクラウドサービス事業においては、主にクラウドサービスの提供を行っております。固定料金の不
動産AIツール利用契約等については、顧客の契約に係る取引額を契約期間にわたり均等に収益認識して
おります。また、一部サービスにおいては、顧客の利用量に応じた段階的な料金プランに応じて利用料
金を支払うサービス利用契約等により収益を認識しております。当社は、サービス契約の履行義務を、
当該サービスを常時利用可能な状態を顧客に提供することと判断しており、これらの収益を関連する履
行義務を充足するにつれて一定期間にわたり認識しております。これらの契約については、顧客への請
求金額により収益を認識しております。

ロ．AIコンサルティングサービス事業
AIコンサルティングサービス事業においては、主にデータ分析コンサルティングサービス及びソフト

ウエア開発受託等の提供を行っております。これらのサービスは、契約期間にわたって履行義務を充足
する取引であり、履行義務の充足の進捗度に応じて収益を認識しております。

ハ．ライフ＆プロパティソリューションサービス事業
ライフ＆プロパティソリューションサービス事業においては、主にテクノロジーを活用した仲介サー

ビスの提供及びIoTマンション等の販売を行っております。仲介サービスの提供については、契約に定
められたサービスの提供が完了し、サービスの提供について顧客の受け入れが得られた時点で、履行義
務を充足したと判断し、一時点で収益を認識しております。IoTマンション等の販売については、当該
物件の提供について顧客への引渡し及び入金を確認した時点で、顧客に不動産の法的所有権、物理的占
有、不動産の所有に伴う重大なリスク及び経済価値が移転し、履行義務が充足されると判断しているこ
とから、当該時点で収益を認識しております。これらの契約については、顧客との契約に定められた金
額により収益を認識しております。
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棚卸資産 13,808,977千円

⑦　その他連結計算書類作成のための重要な事項
控除対象外消費税等の会計処理
控除対象外消費税及び地方消費税は、当連結会計年度の費用として処理しております。なお、資産に係

る控除対象外消費税及び地方消費税は、取得原価に算入しております。

２. 会計方針の変更に関する注記
　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用
　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下
「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。
　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第
20-３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用
指針第28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定める
経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響はありません。
　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結計算書類
における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用し
ております。なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響はありません。

３. 表示方法の変更に関する注記
（連結損益計算書）
　前連結会計年度まで区分掲記して表示しておりました「受取配当金」（当連結会計年度は349千円）及び「受
取保険金」（当連結会計年度は2,529千円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より、営業
外収益の「その他」に含めて表示しております。
　前連結会計年度まで営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「資金調達費用」は、金額的重要性
が増したため、当連結会計年度より、区分掲記しました。
　なお、前連結会計年度の「資金調達費用」は12,076千円であります。

４. 会計上の見積りに関する注記
販売目的で保有する不動産の評価

⑴ 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
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売掛金 2,112,912千円
契約資産 6,500

計 2,119,412

販売用不動産 4,322,450千円
仕掛販売用不動産 9,445,284
商品及び製品 4,049
貯蔵品 37,193

計 13,808,977

販売用不動産 1,226,304千円
仕掛販売用不動産 6,012,300

計 7,238,604

短期借入金 1,200,000千円
長期借入金 6,360,800

計 7,560,800

⑷ 有形固定資産の減価償却累計額 247,698千円

⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループは、販売用不動産等について毎期正味売却価額をもとに評価し、期末における正味売却価額

が帳簿価額よりも下落している場合には、当該正味売却価額をもって連結貸借対照表価額としております。
販売用不動産の正味売却価額の算定には、将来の販売価格、今後の不動産開発費用等の仮定を用いており

ます。
将来の不動産販売には、政策の変更、不動産市況の変動、開発工事の遅延等のリスクがあり、計画どおり

の販売が実現できない等、当社グループに不利な状況が生じた場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類に
おいて簿価の切下げが必要となる可能性があります。

５. 連結貸借対照表に関する注記
⑴ 売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権の金額

⑵ 棚卸資産の内訳

⑶ 担保に供している資産及び担保に係る債務
① 担保に供している資産

② 担保に係る債務
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契約負債 206,314千円

普通株式 16,233,785株

普通株式 143,400株

決 議 株 式 の 種 類 配 当 の 原 資 配当金の総額 １ 株 当 た り
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2025年５月13日
取 締 役 会 普通株式 利益剰余金 241百万円 15円 2025年３月31日 2025年６月11日

⑸　流動負債「その他」のうち、契約負債の金額

６. 連結損益計算書に関する注記
　 顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧
客との契約から生じる収益の金額は、「９．収益認識に関する注記　⑴　顧客との契約から生じる収益を分
解した情報」に記載しております。

７. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

⑵ 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的
となる株式の種類及び数

⑶ 剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

　該当事項はありません。
② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

８. 金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
当社グループは、事業計画に照らし必要な資金を調達しております。資金運用については、短期的な預

金等に限定し、デリバティブ取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金及び契約資産は、顧客の信用リスクに晒されております。
営業出資金、投資有価証券は、匿名組合への出資金及び業務上の関係を有する非上場企業の株式であ

り、発行体の信用リスクに晒されております。
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連結貸借対照表計上額
（千円） 時 価 （ 千 円 ） 差 額 （ 千 円 ）

 長期借入金 8,330,998 8,289,980 △41,018

区分 連結貸借対照表計上額
（千円）

非上場株式 45,000

営業債務である買掛金、未払金、未払費用及び未払法人税等は、そのほとんどが１年以内の支払期日で
あります。

借入金の一部は、変動金利であるため金利の変動リスクに晒されております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
イ. 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、債権管理規程に従い、営業債権について、各事業部門が主要な取引先の状況を定期
的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回
収懸念の早期把握や軽減を図っております。
　営業出資金、投資有価証券については、定期的に発行体の財務状況等を把握し、保有状況を継続的に
見直しております。

ロ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するととも

に、手元流動性を維持すること等により、流動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することもあります。

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
　2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。現金は注記を省略しており、預金、売掛金及び契約資産、買掛金、短期借入金、未払金、未払費用及
び未払法人税等は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（＊１）市場価格のない株式等は、上表には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下
のとおりであります。
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区分 連結貸借対照表計上額
（千円）

営業出資金 3,289,759

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 4,384,560 － － －

売掛金及び契約資産 2,119,412 － － －

合計 6,503,973 － － －

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

短期借入金 3,803,364 － － －

長期借入金 － 8,313,239 17,759 －

合計 3,803,364 8,313,239 17,759 －

（＊２）連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合その他これに準ずる事業体への出資については、
「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日）第
24-16項に基づき時価の注記を要しないとする取扱いを適用しており、時価開示の対象としておりませ
ん。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

（注）１．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

２．借入金の連結決算日後の返済予定額
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 8,289,980 － 8,289,980

⑶ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
該当事項はありません。

②　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
長期借入金

　長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割
引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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報告セグメント

合計AIクラウド＆
コンサルティン

グ

ライフ＆プロパ
ティソリューシ

ョン
その他

AIクラウドサービス 4,900,192 － － 4,900,192

AIコンサルティングサービス 1,359,635 － － 1,359,635
ライフ＆プロパティソリューシ
ョンサービス － 7,325,952 － 7,325,952

その他 － － 225,054 225,054

顧客との契約から生じる収益 6,259,828 7,325,952 225,054 13,810,835

その他の収益（注） － 12,880,024 － 12,880,024

外部顧客への売上高 6,259,828 20,205,977 225,054 26,690,860

９．収益認識に関する注記
⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

（注）その他の収益は、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づく不動産賃貸収入、企業
会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」に基づく配当収入及び移管指針第10号「特別目的会社を
活用した不動産の流動化に係る譲渡人の会計処理に関する実務指針」の対象となる不動産の譲渡収益が含
まれております。

⑵　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１．連結計算書類の作成のための基

本となる重要な事項に関する注記等　⑸　会計方針に関する事項　⑥　収益及び費用の計上基準」に記載し
ております。
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当連結会計年度期首 当連結会計年度末

顧客との契約から生じた債権

売掛金 641,386 2,112,912

契約資産 362,143 6,500

契約負債

前受金 190,221 206,314

⑴ １株当たりの純資産額 847円89銭
⑵ １株当たりの当期純利益 105円46銭

⑶　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①　顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）

（注）１．契約資産は、主にAIコンサルティングサービス事業において、履行義務の充足の進捗度に応じて認識
した収益のうち、顧客との契約から生じた債権を除いたものであります。

２．契約負債は、主にライフ＆プロパティソリューションサービス事業において、顧客から受け取った前
受金に関するもので、サービスの提供について顧客の受け入れが得られた時点で、収益へと振替えら
れます。なお、連結貸借対照表上は流動負債「その他」に計上されております。

３．当連結会計年度に認識した収益の額のうち、期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、190,221
千円であります。

②　残存履行義務に配分した取引価格
当社グループでは、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想される契約期間が１年を

超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。また、顧客との契約か
ら生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

10. １株当たり情報に関する注記

11. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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（2024年４月 １日から
2025年３月31日まで）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
資本準備金 資本剰余金

合　　　計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合　　　計繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 4,185,621 4,185,621 4,185,621 2,460,198 2,460,198 △192,677
当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 60,779 60,779 60,779
当 期 純 利 益 492,490 492,490
自 己 株 式 の 取 得 △309,842
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当期変動額合計 60,779 60,779 60,779 492,490 492,490 △309,842
当 期 末 残 高 4,246,400 4,246,400 4,246,400 2,952,689 2,952,689 △502,520

株 主 資 本
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計株 主 資 本

合 計
当 期 首 残 高 10,638,763 122,677 10,761,441
当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 121,558 121,558
当 期 純 利 益 492,490 492,490
自 己 株 式 の 取 得 △309,842 △309,842
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 6,736 6,736

当期変動額合計 304,207 6,736 310,943
当 期 末 残 高 10,942,970 129,414 11,072,385

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注） 金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴ 資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法

イ．子会社株式及び関連会社株式　移動平均法による原価法を採用しております。
ロ．その他有価証券

市場価格のない株式等  移動平均法による原価法を採用しております。
なお、「営業出資金」として計上する匿名組合への出資金について
は、その損益のうち当社に帰属する持分相当額を「売上高」又は「売
上原価」に計上するとともに、同額を「営業出資金」に加減する方法
を採用しております。

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法により算定）を採用しております。

⑵ 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）　定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物　　　　　　　　　10～18年
工具、器具及び備品　　２～10年

② 無形固定資産（リース資産を除く）　定額法を採用しております。
なお、ソフトウエアについては、利用可能期間（５年）に基づいてお
ります。

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。

⑶ 引当金の計上基準
① 貸倒引当金　　　　　　　　　   売上債権等の貸倒損失に備えるため、個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。
② 賞与引当金　　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当事

業年度負担額を計上しております。
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⑷　収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を

充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
①　AIクラウドサービス事業

AIクラウドサービス事業においては、主にクラウドサービスの提供を行っております。固定料金の不動
産AIツール利用契約等については、顧客の契約に係る取引額を契約期間にわたり均等に収益認識しており
ます。また、一部サービスにおいては、顧客の利用量に応じた段階的な料金プランに応じて利用料金を支
払うサービス利用契約等により収益を認識しております。当社は、サービス契約の履行義務を、当該サー
ビスを常時利用可能な状態を顧客に提供することと判断しており、これらの収益を関連する履行義務を充
足するにつれて一定期間にわたり認識しております。これらの契約については、顧客への請求金額により
収益を認識しております。

②　AIコンサルティングサービス事業
AIコンサルティングサービス事業においては、主にデータ分析コンサルティングサービス及びソフトウ

エア開発受託等の提供を行っております。これらのサービスは、契約期間にわたって履行義務を充足する
取引であり、履行義務の充足の進捗度に応じて収益を認識しております。

③　ライフ＆プロパティソリューションサービス事業
ライフ＆プロパティソリューションサービス事業においては、主にテクノロジーを活用した仲介サービ

スの提供及びIoTマンション等の販売を行っております。仲介サービスの提供については、契約に定めら
れたサービスの提供が完了し、サービスの提供について顧客の受け入れが得られた時点で、履行義務を充
足したと判断し、一時点で収益を認識しております。IoTマンション等の販売については、当該物件の提
供について顧客への引渡し及び入金を確認した時点で、顧客に不動産の法的所有権、物理的占有、不動産
の所有に伴う重大なリスク及び経済価値が移転し、履行義務が充足されると判断していることから、当該
時点で収益を認識しております。これらの契約については、顧客との契約に定められた金額により収益を
認識しております。

⑸　その他計算書類作成のための基本となる事項
控除対象外消費税等の会計処理
控除対象外消費税及び地方消費税は、当事業年度の費用として処理しております。なお、資産に係る控除

対象外消費税及び地方消費税は、取得原価に算入しております。
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棚卸資産 13,811,490千円

２. 会計方針の変更に関する注記
　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用
　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下
「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。
　法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項ただし書きに定める経過的な
取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。

３. 表示方法の変更に関する注記
（損益計算書）
　前事業年度まで営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「資金調達費用」は、金額的重要性が増
したため、当事業年度より、区分掲記しました。
　なお、前事業年度の「資金調達費用」は12,073千円であります。

４. 会計上の見積りに関する注記
販売目的で保有する不動産の評価

⑴ 当事業年度の計算書類に計上した金額

⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
「連結注記表　４．会計上の見積りに関する注記　販売目的で保有する不動産の評価　⑵　識別した項目

に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しており
ます。
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販売用不動産 4,332,450千円
仕掛販売用不動産 9,444,934
貯蔵品 44,105

計 13,811,490

販売用不動産 1,226,304千円
仕掛販売用不動産 6,012,300

計 7,238,604

短期借入金 1,200,000千円
長期借入金 6,360,800

計 7,560,800

⑶ 有形固定資産の減価償却累計額 107,058千円

短期金銭債権 97,824千円
短期金銭債務 3,559,741

営業取引による取引高
売上高 390,187千円
その他の営業取引高 667,760

営業取引以外の取引による取引高 4,098

普通株式 132,546株

５. 貸借対照表に関する注記
⑴ 棚卸資産の内訳

⑵ 担保に供している資産及び担保に係る債務
① 担保に供している資産

② 担保に係る債務

⑷ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

６. 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

７. 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び総数
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繰延税金資産
賞与引当金 57,234千円
賞与引当金社会保険料 7,393
前受金 33,780
未払事業税 15,551
未確定債務 35,831
固定資産除却損 15,815
資産除去債務 40,712
投資有価証券評価損 42,362
その他 41,057

繰延税金資産小計 289,740
評価性引当額 △42,671

繰延税金資産合計 247,069
繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 △36,688
繰延税金負債合計 △36,688
繰延税金資産（負債）の純額 210,381

８. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合
（％）

関連当事者
との関係 取引内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社 SRE AI Partners
株式会社

（所有）
直接　100 役員の兼任 資金の借入 397,044 短期借入金 727,768

子会社
SRE アセットマ
ネジメント株式
会社

（所有）
直接　100 役員の兼任 資金の借入 622,221 短期借入金 792,199

子会社 株式会社メディ
ックス

（所有）
直接　100 役員の兼任 資金の借入 466,666 短期借入金 300,000

子会社 HiT株式会社 （所有）
直接　  51 役員の兼任 資金の借入 326,768 短期借入金 626,249

子会社 株式会社イース
トウインド

（所有）
直接　100 役員の兼任 資金の借入 433,333 短期借入金 600,000

⑴ １株当たりの純資産額 679円64銭
⑵ １株当たりの当期純利益 30円61銭

９. 関連当事者との取引に関する注記
子会社

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．子会社との資金取引はキャッシュマネジメントシステムによるものです。

２．資金の借入については、市場金利を勘案し利率を合理的に決定しており、取引額については期中平均
残高を記載しております。

10. 収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重要な会計方針に係る事項に関す
る注記　⑷　収益及び費用の計上基準」に記載しております。

11. １株当たり情報に関する注記

12. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
2025年５月21日

SREホールディングス株式会社
取締役会　御中

PwC Japan有限責任監査法人
東京事務所

指定有限責任
社 員
業務執行社員

公認会計士 藪 谷 　 峰
指定有限責任
社 員
業務執行社員

公認会計士 村 田 賢 士
　監査意見

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、SREホールディングス株式会社の
2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸
借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、SREホールディングス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結
計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているもの
と認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に
記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結
子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内

容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセ
スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類に係る会計監査報告

－ 41 －



　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程
において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に
重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内
容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場
合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連
結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備
及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成
することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する
責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監
視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は
誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において
独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬
により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を
通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
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・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は
状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重
要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚
起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連
結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監
査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表
示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十
分かつ適切な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人
は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独
で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で
識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められて
いるその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定
を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害
要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減する
ためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により
記載すべき利害関係はない。

以　 上
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独立監査人の監査報告書
2025年５月21日

SREホールディングス株式会社
取締役会　御中

PwC Japan有限責任監査法人
東京事務所

指定有限責任
社 員
業務執行社員

公認会計士 藪 谷 　 峰
指定有限責任
社 員
業務執行社員

公認会計士 村 田 賢 士
　監査意見

監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、SREホールディングス株式会社の
2024年４月１日から2025年３月31日までの第11期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類
等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類に係る会計監査報告
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その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内

容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセ
スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当
監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な
誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ
る。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬
による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の
立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生
する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合
理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス
クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。
さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計
上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関
して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実
性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又
は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除
外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手し
た監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく
なる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及
び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価
する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている
その他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因
を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するための
セーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　上
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監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、2024年４月１日から2025年３月31日までの第11期事業年度における取
締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたし
ます。

１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締
役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について
取締役及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも
に、その構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見
を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。
①　監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の

うえ、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告
を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所に
おいて業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締
役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を
受けました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するた
めの体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に
応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書
類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検
討いたしました。

監査等委員会の監査報告
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監 査 等 委 員 原 田 　 潤 ㊞
監 査 等 委 員 太 田 　 彩 子 ㊞
監 査 等 委 員 琴 坂 　 将 広 ㊞

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい
るものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実
は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、
指摘すべき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人PwC Japan有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

⑶　連結計算書類の監査結果
　会計監査人PwC Japan有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

2025年５月22日
ＳＲＥホールディングス株式会社　監査等委員会

　（注）監査等委員　原田潤、太田彩子及び琴坂将広は、会社法第２条第15号及び第331条第
６項に定める社外取締役であります。

以　上

－ 48 －


